ほぼ週刊コラム「Partnership論」　その３８
本来なら難問：「LLCはarm’s length entity？ それともnon arm’s length entity?」
この難問が意外とアッサリと解けた背景の根元に、実は．．．。
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先回の説明は、1993年クリントン政権誕生後、経済民主化によるIT産業革命が起き、米国に黄金のpartnership経済高度成長期が訪れたということだった。90年代、シリコンバレーを中心に、雨後のタケノコ、または、「LLCビッグバン」
と呼びたくなるほどに沢山のLLCが急激にstart upし、PCとインターネットを中心とするIT産業が花開いた。
実はこの展開の背景には本来、「難問」が横たわっていた。その「難問」とは：

『融資（accommodation）、つまりお金を出資（contribution）されるのでなく融通してもらうこと。「貸してもらう」こと。事業が利益を生んでいなくても利息は払わねばならず、事業が失敗しても元本返済せねばならない。この典型的arm’s length取引を、partnershipに導入することによって、具備せざるを得なくなった有限責任性（LL : Limited Liability）、これを備えたpartnership、即ちLLCは、それでもなお、non arm’s length entityであるとして「契約自由」「会計自由」「相当性の不審査法理」「税務当局の損益不認識」等を適用され、その結果として、「租税回避権」「税金投入権」「税金被投入権」を行使することが出来る事業主体だ。…この少し強引な主張は、果たしてjustifyされうるものなのか？』

･･･という難問だ。まるで、「黒の絵の具が混じっても「白」だ」といっているような無理難題。西洋特有の、「多様なんだけど一つに統一している（united diversity）」とか「entityなんだけどpass throughできる」とか「敵なんだけど愛する」とか、日本でいうと「屁理屈」というか、あるいは禅問答のような、とにかく矛盾概念（oxymoron）
の一つだ。
しかしこの難問が解けないことには、IT産業革命は花開かない。なぜなら、「十分な資金が集まらない」からだ。
本来ならば、大航海・大交易時代のように出資（contribution）だけで、即ち、事業が利益を生んだら分配（distribution）を払うが、事業が利益を生まない場合は利息を払わないし、事業が失敗したら元金返済はしない、という「出資」の範囲内だけで資金をまかなうというのが「リスク事業」「venture事業」「危険を冒す事業」の本筋（ほんすじ）だ。
しかしクリントンが政権についた時代は、大航海・大交易時代と比べ「ばくち性」の度合いが格段に上がっている。まず、対象が「IT」という専門家の中の更に風変わりな連中にしか分からないものだし、だから必要な人材も「命知らずの荒くれ船乗り」なら誰でも良いというわけではなく、無口で人付き合いが苦手、けれどパソコンや「実験」に向かえば寝食を忘れて一月でも二月でも没頭するという「変人」理系オタク、で且つ「命知らず、というか、冒険好き」という希有な連中
だ。何より、「必要資金」が途方もなく巨額なのに事業の先行きの「目処」がたたない年月が長期にわたるという「死の谷」や、かと思うと「上手く行き始めた」と期待しだした時期に突然死してしまう「ダーウィンの海」が待ち構えている --- 超リスク事業。超巨額が必要なのに成功の目処が立たない。しかし成功すればリターンは元手の超巨額を補って余りある。「ばくち性」が桁違いに上がっている。
当然、partner達からの出資金（contributed money）だけでは間に合わない。どうしても、先導者（principal）・代理者（agent）以外の第三者 --- 事業の内容に賛同したというより事業が生むだろう「お金」を期待した第三者、すなわち、non arm’s length関係でなくarm’s length関係にある第三者、マックス・ウェーバーならば「精神や心情でつながった者ではない」と表するだろう第三者、悪くいえば単に「お金」だけでつながった第三者 --- からの融資金（accommodated money）も集めなければならない。そうしなければ、21世紀の経済民主化
の先駆けである「IT産業革命」を成し遂げることはできない。
先ほどの難題：「LLCはarm’s length取引を一部含んでいるが、それでもなおnon arm’s length entityだ。」を、クリントン政権はなんとしてもjustifyしなければならなかった。
ところが、意外にアッサリとこの難題は解けた。ビル・クリントンという人はつくづくラッキーな人だ。周りの者がお膳立てをしてくれる。本人も一応本筋はしっかりと押さえているのだが、それを懇懇と説明する必要はない。「良きに計らえ」とまではいかないにしてもオットリと構えていると、例えば副大統領アル・ゴアがIT産業界と綿密な連絡を取り合って、経済民主化によるIT産業革命を順調に進行させてくれる。あるいは、ワシントンD.C.の中央にあるクリントンの母校：カトリックGeorge Town 大学の同窓生・関係者達が、政治任用（political appointment）で行政府入り
し、あるいは、外から行政府や議会や人々に働きかけ経済民主化に必要な様々なlaw makingを促進する。そして経済は回復していく。
なぜ、こうもアッサリと進行したか？　その背景の根元には何があったのか？　それは最後に説明する。その前に、如何に「アッサリと」だったかを示す事例を説明する。

We are better off than we were four years ago.  Let's keep it going.　「私達は四年前よりも、より一層暮らし向きが良くなりました。この歩みを続けましょう」。be better offとは「より一層暮らし向きが良くなる」という意味。二期目の大統領選に臨むクリントンが第一回テレビ討論会（1996年10月6日）で放った殺し文句が、このbetter offだ。
一期目の大統領選で使った殺し文句：It’s the economy, stupid.（バカな経済理論のせいで経済成長できないんだ。）のケンマクとは大違い。二期目はただbetter offと穏やかに言っていれば楽勝で当選できるほど、一期目の4年間で経済は相当に回復していたのだ。

二期目をねらうこの日、ビル・クリントンと共和党候補のボブ・デイルと司会のジム・レーラーの三人で、テレビ討論会が開催されたのだが、なんと総計23回もこのbetter offが使われている。23回の最初の１回目をクリントンが使ったのが、最初に挙げた文章。その二つ前の文章から和訳すると：
四年前、皆さんは私を信頼して政権を任せてくれました（you took me on faith）。そして今、記録的な成果が生まれました。即ち、一千万人の新たな雇用が生まれ、所得が上がり、犯罪率と社会福祉税が下がりました。平和なうちに強いアメリカを取り戻したのです。私達は四年前よりも、より一層暮らし向きが良くなりました。この歩みを続けましょう。

･･･そしてクリントンはアッサリと再選された。つまり、極論すれば、たったこれだけの選挙運動をすれば大統領選挙に勝てるほど、経済は急回復していたのだった。
　さて、これらの「アッサリと」の背景の根元にあるものは何か？　特に、本来なら哲学的大論争を起こしかねない難問：「LLCはarm’s length取引を一部含んでいるがnon arm’s length entityだ。」が、なぜアッサリと人々、そして特に国家に受け入れられたのか？　
国家は税収が減りかねないのだ。なぜならLLCが、non arm’s length entityであるとして「契約自由」「会計自由」「相当性の不審査法理」「税務当局の損益不認識」等を適用され、その結果として、人々が「租税回避権」「税金投入権」「税金被投入権」を行使しやすくすれば、それは「草の根の第二政府」として機能する。これが「経済民主化」というものだ。この経済民主化によって大幅に経済全体の規模が拡大しない限り、国家に入る税収は減る。

国家は容易に反論できたはずだ。「既存規範に照らしてそんなことは許されない」と。勿論、相当な悶着はあったのだろう。共和党v.s.民主党の戦いもその一つだろう。だが、最終的には「LLCはnon arm’s length entityだ」を国家も受け入れた。なぜだろうか？

その理由は幾つか考えられる。最もシンプルなのは「米国がcommon law社会だから」だろう。つまり、米国のように社会実験が日常茶飯事的に行われるcommon law社会では、様々な試行錯誤と裁判判例が、まず実用性の面から次いで規範性の面から、当該codeまたはlawの候補をチェックしてくれていて、Federal Governmentで俎上に上がる頃には「当たり前」に近い感覚が人々に、そして国家に、ある程度出来ているからだ、という説明だ。
しかしこの説明では、様々な人々によって構成される社会における日常茶飯事的チェックによって「新規範」が生まれていくことの説明というかjustificationが、いわゆる「論点先取 --- Petitio Principii；結論が前提に含まれてしまっているために、論証のようでいて論証になっていない議論」になっている。そう、これでは論証になっていない。
もう読者にはお分かりだろう。というか食傷気味？　そう、齋藤としてはやはり、「理性と宗教の新たな共存関係」に話を持っていきたい。「お互いに包摂
し合う関係」と言っても良いかもしれない。
「理性と宗教」、「合理性と信仰」、「general rationalityとcommunicative rationality」あるいは「arm’s lengthな事柄とnon arm’s lengthな事柄」などは、お互いに包摂し合う関係にある。そして、もし仮に、前者（理性など）が後者（宗教など）を包摂しようとしなかったとしても、後者（宗教など）は前者（理性など）を包摂できるはずだ。いずれにせよ、前者（理性など）と後者（宗教など）には、何らかの建設的な共存関係があるはずだ、という「提案」。この「提案」に話を持っていきたい。
実はこの「提案」は、カトリックの第二バチカン公会議（1962年-1965年）で形成され、米国カトリック司教団1986年発行の『Economic Justice for ALL』に受け継がれ、勿論現在も（日本を除く）世界で展開を続けている。

この「提案」に応えれば、難問：「LLCはarm’s length取引を一部含んでいるが、それでもなおnon arm’s length entityだ。」はアッサリとjustifyできる。なぜなら、non arm’s lengthな事柄はarm’s lengthな事柄を包摂するからだ。
そう、この「提案」に米国は既に応えた。というか建国以来「当たり前」の事柄かもしれない。だから難問がアッサリと解け、経済民主化によるIT産業革命を手始めに、今は「再生可能エネルギーのスマート・グリッド」などに取り組み始め、ますます旺盛にpartnership経済の高度成長期を謳歌しているのだ。

退位されたローマ教皇ベネディクト16世の論文にある「結論」で締めくくろう。その論文は、2004年当時のラッツィンガー枢機卿（後のベネディクト16世）とハーバーマスの「対談討論会」を扱った書籍、即ち、三島憲一氏によって和訳され岩波書店から出版された『ポスト世俗化時代の哲学と宗教　Dialektik der Säkularisierung Über Vernunft und Religion』に載っている。『世界を統べているもの --- 自由な国家における政治以前の道徳的基盤 --- 』というラッツィンガー枢機卿の論文だ。これの「5, 結論」を以下に転記することで今回は締めくくろう。読者の方々には、上記「提案」を感じて頂けたら幸いだ。
5, 結論
それでは、何を為すべきなのだろうか。実際的な帰結については、ユルゲン・ハーバーマスがポスト世俗化社会について、（宗教と理性が）相互に学び合う用意について、また相互の自己抑制について述べたことに、大部分は賛成である。そこで私（ヨーゼフ・ラッツィンガー）自身の見方を二つのテーゼ（１）（２）にまとめ、終わりにしたい。
（１）

我々は、宗教のパトロギー（病理）があることを見た。それは極めて危険なものである。それ故、理性の神的な光を宗教に対するコントロール機関としてみる必要がある。この光に照らして、宗教はそのつど浄化され、新たに整備されなければならない。実際に教父達もその様に考えていたのである。しかし、我々の考察で更に明らかになったのは、理性のパトロギー（病理）というものもあるということである（この点は、人類全体としては宗教の場合ほどに意識されてはいないが）。この理性の傲慢は、宗教の場合に比べて危険度が少ないということはないどころか、むしろ、その潜在的な有効性から見れば、もっと恐るべきものである。核兵器、そして製品となった人間を考えてほしい。それ故に理性に対しても、逆にその限界について警告が発されねばならない。そして理性は、人類の偉大な宗教的伝統に対して耳を傾けることを学び取らねばならない。理性が完全に解放され、この学ぶ用意を、理性と宗教のこの相関性を捨て去るなら、理性は破壊的となる。
最近、クルト･ヒュープナーは似たような要求を述べた際に、この様なテーゼはそのまま「信仰への帰還」を意味するのではないが、「理性、啓蒙、自由といった人間の持つヒューマニズムの理念に反しているのだから、信仰は今日の人間に語りかけるものは何もないはずだ、といったこの時代の大きな幻惑から我々が解放されること」が重要なのだ、と書いている。それ故私は、理性と信仰の、理性と宗教の必然的な相互関係という言い方をしておきたい。両者ともお互いに浄化し合い治癒されるべく定められており、お互いを必要とし合い、またお互いを認め合わねばならないのだ。
（２）

この根本規則ができたら、今度はそれが実践において、つまり我々の現代の異文化交流的なコンテクストで具体化されねばならない。この相関性における主な当事者は、キリスト教信仰と西洋の世俗的合理性である。これは偽りのヨーロッパ中心主義抜きに言えることであり、また言わねばならないことでもある。キリスト教信仰と西洋の世俗的合理性の両者は、他のいかなる文化的勢力よりも世界の状況を規定している。だからといってそれは、他の様々な文化を「無視可能な単位」として脇に押しやっていいということではない。これこそ西洋の傲慢であり、その代償は大きいであろう。いや、我々は既に部分的にはその代償を支払っているのだ。西洋文化のこの二つの大きな構成要素にとっては、聴くこと、つまり、こうした様々な文化との真の相関性にコミットすることこそ重要である。こうしたもろもろの文化を多声的な相関性へと受け入れることが重要である。この相関性の中で、様々な文化が理性と信仰の本質的な相関性を受け入れるようになれば、普遍的な浄化のプロセスが動き始め、そのプロセスの中で最終的には、全ての人間が何らかの感じで知っている、あるいは感じている本質的な価値や規範が新たな輝きを得て、世界を統べているものが再び人類において働く力となりうるのである。
以上、ラッツィンガー枢機卿の論文（訳：三島憲一）より転記。
書き写していて思った。「齋藤よ、事を急ぐな。日本人は大丈夫だ」と諭されている、と。

今週は以上。来週も乞うご期待。
� � HYPERLINK "LLC%20bigbang%20C-Corp%20shrink%20rev1.ppt" \t "_blank" ��このPPT：「LLCビッグバン」�には、LLCとC-Corporate（日本でいえば株式会社）の数の推移を示した。他のタイプの会社は省いた。「ビッグバン」と呼びたくなる様な勢いでLLCが、「無」から2010年時点で200万社以上と、短い期間で出現したことが分かる。LLCは非永続企業だからこの200万社という数字は、毎年の、組成数マイナス解散数の差が累積した結果だ。つまり解散を上回る勢いで組成が増加していることを示している。将来このpartnership経済の高度成長期が終わって、組成スピードと解散スピードが均衡すればLLC会社数はどこかのレベル --- non arm's length経済規模のレベルで飽和するはずだ。


対照的に、C-Corpは永続企業なのだから「停滞」はあっても「減少」は本来有り得ない。しかしご覧の通りC-Corpは、ピーク時230万社だったものが2009年時点で170万社まで落ち込んでいる。Corporate経済の高度成長期は20世紀中葉に既に終了しているが、永続企業なのだから、将来何か特別のことでも起こらない限り会社数は減少が止まり、どこかのレベル --- arm’s length経済規模のレベルで飽和するのだろう。


　参考に、�HYPERLINK "numbers%20of%20firms%20in%20Japan%201999_2011.ppt" \t "_blank"��日本の会社数の推移�をお見せしよう。会社数を対数で表示してあるので注意されたい。一見して分かるのは会社数の減少傾向だ。米国LLCの様な「ビッグバン的増加」を示す会社タイプが存在しない。僅かに、2006年に導入された日本版LLCが3000社／年のスピードで増加しているのが分かるが、米国LLCの12万社／年の増加スピードの40分の1であり、比較にならないほど勢いがない。また、日本版LLPは米国LLCと同様な非永続企業として制度設計されている。即ち「解散」が強行法規定だが、ご覧のように解散と組成が既に均衡し、会社数1500社ほどで早くも飽和してしまった。


つまり日本は、日本版LLP日本版LLCと、名ばかりかもしれないが一応手は打っているにも関わらず、Partnership経済の高度成長期を迎えられていない、というのが現状だ。


以上によりこう言えるだろう。即ち、「人々の精神構造」か「会社法」「税法」「会計法」か、partnership経済を成立させる条件の何かが、日本は決定的に抜け落ちている、と。


� 歎異抄の「善人なおもて往生をとぐ、況んや悪人をや」を連想し、日本にだって同じような矛盾概念を受け入れる度量を持つ人はしっかりといるんだと安心したいところだ。


� ビル・ゲイツもマーク・ザッカーバーグも、通常とは違う発達の仕方をする「脳」を持つASD（自閉症スペクトラム）と呼ばれる者達だということが現代医学では分かってきた。アインシュタインやニュートンなど「理系偉人」は殆ど全てASDだと言われている。


� 21世紀の経済民主化のターゲットしては、「再生可能エネルギーのスマート・グリッド」が典型例としてあがっている。


� 「回転ドア方式」といって、米国では大統領が交代するとワシントンD.C.にある行政府の主要な役人約2000人が一斉に「その大統領のシンパ」に置き換えられる。日本のように首相が交代しても官庁の役人はそのまま、とは大きく違う。


� Four years ago you took me on faith. Now there's a record: 10 million more jobs, rising incomes, falling crime rates and welfare rolls, a strong America at peace. We are better off than we were four years ago. Let's keep it going.


� 包摂（subsumption）とは、人間には与り知らぬ「超越的上位概念」の存在を社会全体で共有し、自分とは異なる思想や行動を、その「超越的上位概念」のもとにある、もしくは、もとにある可能性があるとして、それを受容すること。


　日本風に言えば、孫悟空（つまり人間）がキントウンで幾ら遠くまで飛んでみても、所詮はお釈迦様の腕の中でしかない、即ち、様々に違う思想や行動を人間がとってみたところで、それはお釈迦様の目から見れば違いはない。こういったところだろう。


�　実は、良いことばかりではない。「理性と宗教」「合理性と信仰」「general rationalityとcommunicative rationality」「arm’s lengthな事柄とnon arm’s lengthな事柄」等で構成される西洋流の社会には「包摂」が必要となるが、この「包摂」には、排除（exclusion）という厄介な問題が必ずつきまとう。つまり、「全てを包摂する」というのは現実的にはあり得ない。あるいは、部分的に修正を施すことを条件に「包摂」する場合もあるだろう。いずれにせよ、どうしても排除される思想や行動が現実的にはありうる。しかもその様にやむなく行われる「排除」の場合、合理的な説明を見つけることは難しい。例えば現在、「同性婚」や「妊娠中絶」は、「包摂」と「排除」の境界領域にあるといえるだろう。


この「排除の問題」については、アンソニー・ギデンズ『社会学　第五版』の「10：貧困、社会的排除、福祉」、あるいは、ユルゲン・ハーバーマス『第2版　公共性の構造転換』の「1990年新版への序言　I, 市民的公共圏の生成と概念」に、詳しい議論がある。これらを読んでみると分かるが、「排除の問題」にはやはりスッキリした解決策は見つかっていないようだ。
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